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◆背景

• 秋田県県北部では下水汚泥を処理する施設が無いため、遠く県央部や県南部までト
ラック運搬し、焼却や埋立処分を行っていた。また、し尿処理場では焼却炉の更新
に要する多大な経費の確保が課題となっていた。

• 単独自治体で汚泥資源化施設を整備する財政的な余裕は無かった。

• これらの課題を解決するため、県と関連自治体が連携し、県北地域に広域的な汚泥
資源化施設を整備した。

◆具体的内容

• 参画自治体が協同し、地域の中央部にある流域下水道大館処理センターに資源化施
設を整備することとし、その建設や維持管理の費用は排出汚泥量按分で負担するこ
ととした。民間活用により先進的な技術の導入と安定的な資源化物の流通を図るた
め、事業方式はDBO方式とした。

• 秋田県が建設や維持管理運営に係る事務を行うため、地方自治法上の「事務の委
託」の手続きを行った。

◆効果

• 自治体の将来負担が抑制された（▲約40億円/20年間）。

• 汚泥資源化（土壌改良への活用）により、汚泥リサイクル率が100％となった。 • 平成16年頃より自治体間勉強会を重ね、平成28年
にDBO提案を公募し、平成29年5月に事業に着手、
令和2年3月に資源化施設完成。

• 令和2年4月より20年間の管理運営。• 汚泥処理の地域課題を職員間で共有し、課題解決の方策について勉強会を重ねた。

• 資源化施設整備における負担の考え方や汚泥の資源化手法については、秋田県が案
件形成し、各市町村の理解を深める資料作成等の事務を行った。

• 地方自治法の事務手続きについても同様に県が対応について市町村を支援した。

• し尿汚泥（一般廃棄物）受入の手続きについて、当県環境部局や市町村との協議・
調整を円滑に行うことにより、バイオマスの集約による地域資源の好循環を生み出
した。

• 人口減少に応じた下水処理場の適正化を行い、下水処理場用地の有効活用を図った。

【秋田県】
秋田県県北地区広域汚泥資源化事業

秋田県建設部下水道マネジメント推進課

• 人口減少下においても、持続的に下水道事業を経営
するため運営効率化に向けた広域化・共同化の取組
をほかの地域にも展開する。

• 今後も民間活力を活用するPPP/PFI案件形成を全県
を視野に推進する。

• 行政区域内人口 161,995人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 2,765.66km2（令和4年1月1日時点）
• 処理区域内人口 125,741人（関連団体令和3年度決算）

PPP/PFI

汚泥集約イメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

秋田県県北部における3市3町1組合が連携し、下水汚泥とし尿汚泥を県管理の流域下
水道終末処理場に集約し、地域の汚泥を資源化する拠点を整備した。

◆総事業費 64億円（DBO方式：設計・施工及び20年間の管理運営費）

広域化等
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